
東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井トラスト・ホールディングス株式会社

取締役社長　田辺　和夫

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　負　債　の　部　）

212,552  預 金 8,167,248  

204,862  譲 渡 性 預 金 663,340  

104,003  コールマネー及び売渡手形 291,581  

111,422  売 現 先 勘 定 24,197  

42,886  債券貸 借取 引受 入担 保金 1,797,121  

2,463  特 定 取 引 負 債 8,185  

4,647,960  借 用 金 474,369  

7,852,066  外 国 為 替 10  

811  社 債 176,261  

427,978  信 託 勘 定 借 1,051,839  

132,794  そ の 他 負 債 188,125  

建 物 41,651  賞 与 引 当 金 3,260  

土 地 82,008  退 職 給 付 引 当 金 2,262  

建 設 仮 勘 定 23  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,301  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 9,111  偶 発 損 失 引 当 金 12,859  

73,499  繰 延 税 金 負 債 7,580  

ソ フ ト ウ ェ ア 24,215  支 払 承 諾 584,076  

の れ ん 39,572  負 債 の 部 合 計 13,453,622  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 9,710  （純　資　産　の　部）

144,995  資 本 金 261,608  

584,076  資 本 剰 余 金 127,347  

△ 69,535  利 益 剰 余 金 441,646  

自 己 株 式 △ 261  

株 主 資 本 合 計 830,340  

その他有価証券評価差額金 57,239  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 917  

土 地 再 評 価 差 額 金 △ 15,532  

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 66  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 42,557  

少 数 株 主 持 分 146,316  

純 資 産 の 部 合 計 1,019,214  

14,472,837  負債及 び純 資産 の部 合計 14,472,837  

貸 倒 引 当 金

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

資 産 の 部 合 計

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

第７期　決算公告
平成20年6月27日

連結貸借対照表（平成20年3月31日現在）

貸 出 金

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

（ 資 産 の 部 ）

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券



　　連結損益計算書

（単位：百万円）
　　科　　　　　　目 金 額

459,100
68,644

207,009
貸 出 金 利 息 116,328
有 価 証 券 利 息 配 当 金 82,918
コールローン利息及び買入手形利息 1,755
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 625
預 け 金 利 息 3,591
そ の 他 の 受 入 利 息 1,790

123,888
2,063

15,718
41,774

333,712
99,352

預 金 利 息 40,303
譲 渡 性 預 金 利 息 3,181
コールマネー利息及び売渡手形利息 9,380
売 現 先 利 息 4,294
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 19,282
借 用 金 利 息 5,833
社 債 利 息 7,241
新 株 予 約 権 付 社 債 利 息 0
そ の 他 の 支 払 利 息 9,834

15,004
23

9,120
139,149
71,063

125,387
11,376

2,482
2,740
4,195
1,958

991
849
142

135,772

15,483

42,967

5,484

71,837

固 定 資 産 処 分 益

補 償 請 求 権 損 失 引 当 金 戻 入 益

償 却 債 権 取 立 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

特 定 取 引 費 用

平成１９年４月　１日から
平成２０年３月３１日まで



 

連結財務諸表の作成方針 
 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第 2 条第 8 項及び銀行法施行令第 4 条の 2 に基

づいております。 

 

（１）連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等  ２７社 

主要な会社名 

中央三井信託銀行株式会社 

中央三井アセット信託銀行株式会社（旧社名 三井アセット信託銀行株式会社） 

中央三井アセットマネジメント株式会社 

中央三井キャピタル株式会社 

MTH Preferred Capital 1（Cayman）Limited 

MTH Preferred Capital 3（Cayman）Limited 

MTH Preferred Capital 4（Cayman）Limited 

MTH Preferred Capital 5（Cayman）Limited 

CMTH Preferred Capital 6（Cayman）Limited 

なお、CMTH Preferred Capital 6（Cayman）Limited は設立により当連結会計年度から連結

しております。 

また、中央三井リース株式会社（現社名三井ＣＭリース株式会社）は、株式を譲渡したこと

から中間損益計算書のみ連結しております。  

② 非連結の子会社及び子法人等 

主要な会社名 

中央三井クリエイト株式会社 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利

益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲

から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性

が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等   

該当ありません。  

②持分法適用の関連法人等  ３社 

主要な会社名 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

日本トラスティ情報システム株式会社 

③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

主要な会社名 

中央三井クリエイト株式会社 

④持分法非適用の関連法人等 

該当ありません。  

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に見合う

額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持

      
 

 

 



 

分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いて

おります。 

 

（３）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

 ① 連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

７月２４日   ６社 

１２月末日    ６社 

３月末日   １５社 

②７月２４日を決算日とする連結される子会社及び子法人等については、３月末日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表により、また、その他の連結される子会社及び子法人等については、

それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。 

連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っており

ます。 

 

（４）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用して

おります。 

 

（５）のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんについては、その個別案件毎に判断し、20 年以内の合理的な年数で償却しております。

但し、重要性の乏しいものについては発生年度に全額償却しております。 

 

      
 

 

 



 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．会計処理基準に関する事項  

（1） 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の

格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、

取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上

するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費

用」に計上しております。 

 特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の

時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決

済したものとみなした額により行っております。 

 また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有

価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減

額を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損

益相当額の増減額を加えております。 

（2） 有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、そ

の他有価証券のうち時価のある株式及び投資信託受益証券については連結決算期末月１カ月

の市場価格の平均等、それ以外については連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原

価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法

又は償却原価法により行っております。 

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(ﾛ) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(ｲ)と同じ方法によ

り行っております。 

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

  （4）減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 連結される信託銀行子会社の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得

した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐

用年数は次のとおりであります。 

  建 物  10年～50年 

  動 産   3年～ 8年 

 また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採

用しております。 

 当社並びにその他の連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積

耐用年数に基づき、主として定額法により償却しております。 

（会計方針の変更） 

  平成19年度税制改正に伴い、平成19年４月１日以後に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更による

影響は軽微であります。 

      
 

 

 



 

（追加情報） 

当連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可

能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間で均等償却してお

ります。なお、これによる連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 

② 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基

づいて償却しております。 

（5）貸倒引当金の計上基準 

主要な国内の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基

準に則り、次のとおり計上しております。 

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係

る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現

在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、

「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要

と認める額を計上しております。 

 破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のう

ち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることが

できる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引い

た金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）によ

り引き当てております。 

 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に

基づき計上しております。特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ず

る損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業店及び審査各部が資産査定を実施し、

当該部署から独立した内部監査部が査定方法等の適正性を監査し、その査定結果に基づいて上

記の引当を行っております。 

 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額

から直接減額しており、その金額は85,098百万円であります。 

 その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実

績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については､個別に回収可能

性を勘案し､回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

（6）賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の

うち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

（7）退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費

用処理方法は以下のとおりであります。 

      
 

 

 



 

  数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 

           （8年～9年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連 

           結会計年度から損益処理 

（8）役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員及び

執行役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認

められる額を計上しております。 

（9）偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、オフバランス取引等に関して、将来偶発的に発生する可能性のある損失

に備えるため、以下の引当金について当該損失を事象毎に合理的に見積り、必要と認められる

額を計上しております。 

＜預金払戻損失引当金＞ 

 一定の条件を満たしたことにより負債計上を中止した預金について、預金払戻損失引当金を

計上しております。 

（追加情報） 

 負債計上を中止した預金の預金者への払戻については、従来は払戻時に損失処理しておりま

したが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引

当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号）が

平成19年４月13日付で公表されたことに伴い、当期から同報告を適用し、将来の払戻請求に応

じて発生する損失を見積もり引当てる方法に変更しております。これにより、従来の方法に比

べ、経常利益及び税金等調整前当期純利益は6,109百万円それぞれ減少しております。 

＜補償請求権損失引当金＞ 

 土地信託事業の状況により、将来、受託者として債務の立替等の負担が生じ、それにより取

得する補償請求権が毀損する可能性が高い場合に、当該損失を合理的に見積もり、補償請求権

損失引当金を計上しております。当該引当金については、当期から偶発損失引当金に含めて表

示しております。 

（10）外貨建資産・負債の換算基準 

連結される信託銀行子会社の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円

換算額を付しております。 

 その他の連結される子会社及び子法人等の外貨建資産･負債については､それぞれの決算日等

の為替相場により換算しております。 

（11）リース取引の処理方法 

国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっ

ております。 

（12）重要なヘッジ会計の方法 

 (ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

連結される信託銀行子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方

法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」とい

う。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場

変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利

スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

      
 

 

 



 

(ﾛ)為替変動リスク・ヘッジ 

連結される信託銀行子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッ

ジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによって

おります。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを

減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対

象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在すること

を確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

 また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象

となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価

以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジ及び繰延ヘッジ

を適用しております。 

 なお、一部の資産・負債について、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例

処理を行っております。 

 その他の連結される子会社及び子法人等のヘッジ会計の方法は、金利スワップの特例処理を

行っております。 

（13）消費税等の会計処理 

当社並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しておりま

す。 

 

２．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」（連

結される信託銀行子会社は現金及び日本銀行への預け金）であります。 

 

 

      
 

 

 



 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

1. 関係会社の株式（及び出資）総額（連結子会社及び連結子法人等の株式（及び出資）を除く） 

  19,446百万円 

2. 現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受入れている有価証券で当連結会計年度末に

所有しているものが98,559百万円あります。これらは、売却又は（再）担保という方法で自由に

処分できる権利を有する有価証券ですが、当連結会計年度末においては当該処分をせずにすべて

所有しております。 

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は10,982百万円、延滞債権額は46,943百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由

により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出

金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法

施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に

規定する事由が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

4. 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は13百万円であります。 

 なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延して

いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は69,804百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は127,744

百万円であります。 

 なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

7. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これに

より受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有してお

りますが、その額面金額は7,477百万円であります。 

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保に供している資産 

   有価証券          2,518,658百万円 

   貸 出 金                    54,535百万円 

        その他資産                      70百万円 

 担保資産に対応する債務 

   預  金            4,312百万円 

       コールマネー及び売渡手形    53,800百万円 

   売現先勘定                  24,197百万円 

     債券貸借取引受入担保金   1,797,121百万円 

    借用金            340,000百万円 

 上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として 

 有価証券 395,815百万円を差し入れております。 

   また、その他資産のうち保証金は9,546百万円であります。 

      
 

 

 



 

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を

受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付け

ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,276,336百万円であ

ります。このうち契約残存期間が 1年以内のものが 2,093,004百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるも

のではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事

由があるときは、連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極

度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応

じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基

づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10. 中央三井信託銀行株式会社が三井信託銀行株式会社から継承した土地については、土地の再評

価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 再評価を行った年月日  平成10年3月31日 

 同法律第3条第3項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31 

                      日公布政令第119号）第2条第1号に定める標準地の 

                                         公示価格、同条第2号に定める基準地の標準価格及 

                                         び同条第3号に定める当該事業用土地の課税台帳に 

                                         登録されている価格に基づいて、合理的な調整(時 

                             点修正、地域格差及び個別格差の補正)を行って算 

                                         出しております。   

11. 有形固定資産の減価償却累計額   87,955 百万円 

12. 有形固定資産の圧縮記帳額               7,283 百万円 

13. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

132,500百万円が含まれております。 

14. 社債は、永久劣後特約付社債106,261百万円及び劣後特約付社債70,000百万円であります。 

15. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対

する保証債務の額は164,471百万円であります。 

16. １株当たりの純資産額  512円 15銭  

17. 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約より使用しております。 

18. 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務             △ 181,463百万円 

年金資産（時価）             224,302 

未積立退職給付債務              42,839 

未認識数理計算上の差異          75,710 

未認識過去勤務債務（債務の減額）        - 

連結貸借対照表計上額の純額        118,549 

前払年金費用            120,811 

退職給付引当金           △ 2,262 

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は総合設立型厚生年金基金制度に加入しており、

      
 

 

 



 

その年金資産は3,095百万円であります。 

19. 連結される信託銀行子会社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託

1,061,263百万円、貸付信託862,381百万円であります。 

20. 銀行法施行規則第34条の10第1項第4号に規定する連結自己資本比率（第二基準（国内基準））

は13.84％であります。 

 

      
 

 

 



 

（連結損益計算書関係） 

1. 「その他経常収益」には、株式等売却益18,675百万円を含んでおります。 

2. 「その他経常費用」には、貸出金償却9,706百万円、貸出金売却損1,597百万円、株式等売却損

1,265百万円、株式等償却12,912百万円、株式関連派生商品費用4,444百万円及び偶発損失引当

金繰入額6,109百万円を含んでおります。 

3. １株当たり当期純利益金額      70円55銭 

4. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額  40円 3銭 

 

 

 

  

 



 

(有価証券関係) 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及びコマーシャル・ペ

ーパー、並びに「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が含まれております。 

1. 売買目的有価証券（平成20年3月31日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に含まれ

た評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 30,005 △5 

 

2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在） 

 連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

国債 594,590 601,065 6,474 6,474 -

地方債 - - - - -

社債 30,366 30,817 451 451 -

その他 156,217 153,520 △2,696 310 3,006

合計 781,174 785,403 4,229 7,236 3,006

（注）1. 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

3. その他有価証券で時価のあるもの（平成20年3月31日現在） 

 取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円）

株式 517,214 685,269 168,055 211,226 43,170

債券 1,595,291 1,559,454 △35,836 868 36,704

国債 1,564,254 1,528,465 △35,788 784 36,573

地方債 1,296 1,295 △0 2 3

社債 29,740 29,693 △46 81 128

その他 1,217,354 1,152,712 △64,641 8,844 73,486

合計 3,329,859 3,397,437 67,577 220,939 153,362

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、株式及び投資信託受益証券については当連結会計年度末

前１カ月の市場価格の平均等に基づいて算定された額により、また、それ以外につい

ては、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価によりそれぞれ計上した

ものであります。 

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

3. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて

著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないもの

については、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連

結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について11,157百万

円の減損処理を行っております。 

 また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準に

      
 

 

 



 

おいて有価証券の発行会社の区分ごとに次のとおり定めております。 

  破綻先、実質破綻先、破綻懸念先    時価が取得原価に比べて下落 

  要注意先               時価が取得原価に比べて30%以上下落 

  正常先                時価が取得原価に比べて30%以上下落 

 上記自己査定基準に該当する正常先のうち、時価が取得原価に比べて30%以上50%未

満下落した銘柄については、個別に時価の回復可能性を判定し、取得原価まで回復す

る可能性があると認められる場合を除き、減損処理を実施しております。それ以外の

場合は全て、取得原価まで回復する見込みがないと判断し、減損処理を実施しており

ます。 

 なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会

社、実質破綻先とはそれと同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破

綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注

意先とは今後の管理に注意を要する発行会社、正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、

破綻懸念先、要注意先以外の発行会社であります。  

4. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

5. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） 

 売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

その他有価証券 3,939,028 31,525 1,384

 

6. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年3月31日現在) 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 

 非上場外国証券 

 

3,000 

その他有価証券 

 非上場株式 

非上場社債 

出資証券 

非上場外国証券 

 

88,838 

283,821 

153,502 

9,953 

 

7. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額(平成20年3月31日

現在) 

 １年以内 

（百万円） 

1年超5年以内

（百万円） 

5年超10年以内

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

債券 142,304 2,039,196 147,510 139,221 

国債 101,863 1,775,083 138,754 107,355 

地方債 656 487 151 - 

社債 39,784 263,625 8,604 31,866 

その他 43,363 184,915 208,259 837,541 

合計 185,667 2,224,111 355,770 976,763 

 

 

 

      
 

 

 



 

(金銭の信託関係) 

1. 運用目的の金銭の信託はありません。 

2. 満期保有目的の金銭の信託はありません。 

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）(平成20年3月31日現在) 

 取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

その他の 

金銭の信託 

1,681 2,463 782 782 -

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価に

より計上したものであります。 

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
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